
ＴＫＣコラム･･･【ゼウスの戯言】（2025 年 12 月２７日） 

タイトル～行政の【広告・宣伝の見直し】～それは【２年後】に訪れる！！ 
本コラムでは、「あと２年」と迫った今だからこそ、その点についてエビデンスに基づき整理しておこうと思います。 

それを踏まえて、風俗適正化法下にあるパチンコ店に係わる方々に、今後の思慮の一片となれば幸いです。 

 

（１）現在の「広告・宣伝ガイドライン」が出来るまでの【警察庁】の解釈について 

「２０１２年（平成２４年）７月２０日」付にて、「警察庁生活安全局保安課長」から「関係者各位」に向けた、一つの書

面（通知）が発出された。 

それが、【ぱちんこ営業における広告、宣伝等の適正化の徹底について（通知）】と言う文書になる。 

⇒ www.tkc-g.jp/ad_pr_sammary/keisatsucho_tei_ho_144_2012_07_20.pdf  

 パチンコ業界において、この時代（１０年くらい前）の事を語ると『やれ老害だ』とか揶揄されそうだが、『この時代及

び時代背景を知った上で、今を語るのか？』、それとも『過去の行政の経緯を知らずして今を語るのか？』、 

 

 

 

 

 

そしてこの通知文書は「有効期間１０年」とされていた事に因り、１０年経過した「２０２２（令和４）年１２月２３日」付に

て効力を廃棄し、あらためて警察庁生活安全局保安課長から、全国の【都道府県警（方面）本部長】に向けて発出さ

れる事となった。⇒【警察庁丁保第１５７号】 

その時のみだしは、【ぱちんこ営業における広告及び宣伝の取扱いについて（通達）】という文書になる。 

⇒ www.tkc-g.jp/ad_pr_sammary/keisatsucho_tei_ho_157_2022_12_23.pdf  

特にこの発出通達の中において、項目【３】と【４】の項目に注目すると、この先の【ホール４団体・広告宣伝ガイドライ

ン】発出の意図や流れがご理解頂けると思いますので、ぜひ一読願いたい。 

また「通達」自体は、警察法や国家公務員法などの上位法の法的根拠として発出されるものであり、警察庁の権

限において警察職務遂行や服務について指示・指導を具体化しているものになります。 

 

また、この先のコラム内容にも関連する事なので、一つ確認と言うか、把握として頂きたい事が･ある。 

 

 

 

 

 

 

 

そしてこの「通達」で最も重要な事が、書面「１ページ目の右上」に書かれている、この事項になる。 

 

 

 

＜私感として＞・・・ 

行政側は、【広告宣伝】では無く【広告及び宣伝】として、【広告】と【宣伝】を分けて記している点である。 

つまり、「広告をすると言う事象」に関する事と、「宣伝をする文言・内容」を、別々に捉えていると考えられる。 

具体的には、「広告をする事自体は否定していない」が、その前提上での「その手法や表現」に対して、【風営適正

化法第１６条の、「風俗営業者は、その営業につき、営業所周辺における清浄な風俗環境を害するおそれのある

方法で広告又は宣伝をしてはならない。」と言う立場を採っている】事は、従前から変わっていない。 

【原議保存期間】 ５年 （令和１０年（２０２８年）３月３１日まで） 

【有 効 期 間】 一種 （令和１０年（２０２８年）３月３１日まで） 

 ※「一種通達」とは、有効期間が「概ね１年～５年」で定められているもの。 

＜参考＞～旧「広告、宣伝の行政解釈（規制）時代」の【店舗数推移】（約１０年間） 

★「２０１０年＝１２，５００店舗」  ●「２０１２年＝１２，１５０店舗」  ●「２０１４年＝１１，６３０店舗」 

●「２０１６年＝１０，９９０店舗」  ●「２０１８年＝１０，０６０店舗」  ●「２０１９年＝９，６４０店舗」 

●「２０２０年＝９，０３５店舗」   ●「２０２１年＝８，４６０店舗」   ●「２０２２年＝７，６６５店舗」 



つまり、当該通知文書は「２０２８年３月３１日」をもって、『その内容（＝警察庁の解釈）が変更になる』事が確定してい

る事になる。（※但し、その新しい内容については全く未定であり、現状からの変更等を示唆するものでは無い） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

結果論としてまとめると･･･ 

 

 

 

 

 

では、もしも『厳しくなる』と言うならば、ホール業界の選択肢は【２つ】になるでしょう。 

（１）『現状よりも厳しい規制になる事を、受け入れる』 

（２）『そうならない様に、今から対応を考え実行する』 

それについては、後述しますがその前に･･･現在の「広告宣伝ガイドライン」について再確認してみましょう。 

 

（２）現在に至るまでの、「広告・宣伝ガイドライン」等の発出について 

このような行政側の法的解釈の流れの中で、ホール４団体総意としてホール営業者に向けて作成されたのが【広告

宣伝ガイドライン】と言うものになる。 

内容の確認や解釈については、各ホール営業者・管理者にお任せするとして、過去の発出文書をまとめて掲載して

おくので、必要に応じて確認して頂ければと思います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【現在「２０２５年１２月」から２年後の【２０２７年１２月頃】には、警察庁側において次期【広告及び宣伝に関する行

政解釈の内容】が検討～決定される事になる。 

そしてその内容に準じて、ホール４団体から新しい広告宣伝ガイドラインが発出される事になる。 

問題は、その詳細・内容は･･･『現状より厳しい内容になる』と言う可能性が高い』と想定される事にある。 

以下の詳細、またはダウンロードはこちらで確認可能⇒  http://www.tkc-g.jp/html/ad_pr_sammary.htm  

●広告宣伝ガイドライン第 1 版（2023 年 2 月 9 日制定） 

  広告宣伝ガイドライン第 1 版（別紙） 

  広告宣伝ガイドライン（第１版 Q&A） 

●広告宣伝ガイドライン第 2 版（2024 年 2 月 29 日改訂） ※「及び別紙」※「Q＆A 付き」 

●広告宣伝ガイドライン第 3 版（2025 年 5 月 29 日改訂） 

  広告宣伝ガイドライン第 3 版（別紙） 

 

●広告宣伝で是正勧告を行った事例（第１集）／２０２３年０４月～２０２３年０７月 

●広告宣伝で是正勧告を行った事例（第２集）／２０２３年０７月～２０２３年１１月 

●広告宣伝で是正勧告を行った事例（第３集）／２０２３年１２月～２０２４年０８月 

●広告宣伝で是正勧告を行った事例（第４集）／２０２４年０９月～２０２５年０１月 

●広告宣伝で是正勧告を行った事例（第５集）／２０２５年０１月～２０２５年０６月 

＜私感として＞・・・ 

この「有効期間＝２０２８年３月３１日」と言う事に対して、新しい通達の内容を作成～発出するにあたって、リミット

時期に突然決まる様な事では無く、当然それ以前から検討する事になるのは必至でしょう。 

結果として、その【検討・判断のタイミング】は、おそらく「２０２７年１２月頃を目途と想定し得る」と考えられます。 

更にその後の「翌年（２０２８年）の３月まで」には、新しい【ホール４団体・広告宣伝ガイドライン】が制定される流れ

になるものと思われます。 

※覚えておいて頂きたいのが、「広告宣伝ガイドライン第１版」が発出されたのが、「２０２２年１２月２３日」の警察庁

通知発出から、１ヶ月半後の「２０２３年２月９日」になっている事を参考とされたし。 



（３）そして、【２０２６年の広告宣伝】における、ホール業界の指針を問う 

「広告・宣伝はどのビジネス事業に関しても必要であり、需要促進の基本である」と言う観点を同意として、先にも

記したが、今後において広告宣伝規制が強く厳しくなる事は、少なくとも私は望んではいない。 

そしてそれは、パチンコ業界内においても同様であり、「新台入替」から始まり【ユーザーへの告知＝広告宣伝】は営

業戦略における必須戦略の一つである事は明白。 

 ただ、行政は「広告はありき」ではあるが、『射幸心をそそるおそれがある』とされる「宣伝の方法・文言等」に関して、

風俗営業適正化法に準じて規制を呈しているものでもある。 

その観点から、ホール（風営適正化法における許可営業者）に対して、『現状の広告宣伝が適しているのか？』と言

う疑問が生じる事になっている。 

⇒だからこそ「５度に渡り是正勧告事例」が発出されている訳である。 

しかし行政側は現状においては【業界内での自主的な規制・運用】を望んでいる事は周知の事もまた事実。 

そんな状況の中で、「ホール業界」及び「関連パチンコ業界」は、『今後２年間でどのように対応（是正含め）すべきな

のか？』を考えてみたいと思います。 

 

パチンコ業界関連の各団体において、２０２６年から「広告宣伝に関する様々な取組」が実行に移る事となる。 

●【遊技産業健全化推進機構】の取組み ⇒ https://www.suishinkikou.or.jp/  

（１）「２０２４年 ５月１３日」・・・新しい誓約書への完全移行 

（２）「２０２４年 ８月 １日」・・・【第９項・広告宣伝ガイドラインの遵守について】の再確認。 

（３）「２０２５年１１月１７日」・・・誓約書の一部改訂及びお知らせ 

（４）「２０２５年１２月２５日」・・・「度重なる是正勧告を受けたホール」に対する意見聴取の実施の通知 

今後は、その誓約書中の「第９項・広告宣伝ガイドラインの遵守について」に基づき、今後「ガイドライン遵守確認」と

して、別途【当機構において、誓約書記載事項を遵守しないものとして、機構本部にて、当機構役員による「当該店

舗代表者への意見聴取」を実施した】事の報告となる。（※今後は、この対応が継続的に実施されるでしょう） 

併せて記するならば、ホール関係者の方々は「警察庁と機構の関係」に関して、十分ご理解頂けるものと思います。 

 

 ●【ぱちんこ 広告協議会】の取組み ⇒ https://paa.or.jp/  

今年「１２月８日・第９期社員総会」にて、第１０期の活動報告がされたが、その中で以下の様な取組が発表された。 

（※当日は「警察庁生活安全局保安課・保坂啓介保安課長」のメッセージを、小坂田潤課長補佐が代読している） 

（１）「ぱちんこ産業広告動態調査」・「広告ハンドブック」の運用継続 

⇒「広告ハンドブック」は、「ホール４団体発行の広告宣伝ガイドライン」に準じて、あくまでも「ＰＡＡ会員向け」にて、

「２０２４年５月」にＰＡＡが制作・発行したものになる。また併せて未加盟者からの問い合わせも受け付けている。 

（２）取材系イベントの実施に対して、現地取材の証明を確実に行うための「取材証明制度」の運用を促進 

⇒上記（２）に関しては、詳細未確認ですが「開催ホール側の協力も必要となる」模様。 

（３）「ぱちんこ広告認証制度（仮）」を新設 

⇒上記（３）は、広告宣伝ガイドラインの理解を深めるための「人材育成事業」で、「ガイドラインに関する試験」を受講

した者には「資格証明書を発行」すると言う施策になる。 

 

 

 

 

 

＜私感として＞・・・ 

ホール側にとって非常に重要であり有意義な施策だと思います。ですが、幾つかの懸念も残ります。 

・仮に資格証明を持つ演者・インフルエンサー等が、ガイドライン違反に抵触した場合の対応は？責任は？ 

・仮に資格証明所を有する演者をホール側が優先選択した場合、現実的な既得利権構造にならないか？ 

他にもあろうかと思われますが、特にこの「２点」については、逆説的になり得る点でも懸念として残ります。 



（４）様々な状況を踏まえた上で、「ホール側現場の遵守意思が問われる」時代になる 

何度も申し上げている通り、「風営適正化法における広告宣伝違反はホールが該当者」であり、無論ガイドライン

違反に関しても同様であり、更には「景品表示法」においても、事業者責任となっている訳です。 

仮に・・・演者さんが「ことさら特定日の示唆」・「当日のおすすめ機種の示唆」・「パチスロの高設定の示唆」・「パチン

コの高出玉率の示唆」または、広告代理店側の「公約の公表」・「晒し屋情報の引用」・「架空取材」等々が＜ＰＲ・広

報＞として広告宣伝された場合、広報側が『良かれと思ってやった』、『勝手にやった』としても、【その全責任は当該

ホールが負う】事となります。 

つまり、演者やインフルエンサー等に対して、『誰を採用するか？』『どのようなアナウンスをさせるのか？』において、

ホール側の責任でもある訳ですから。今後の来店演者の選択への注意や配慮が必要となるでしょうし、その上で、ホ

ール側と演者・インフルエンサー側との意思疎通は必要となりますね。 

 

 最初に申し上げた通り、現在の広告及び宣伝に関する警察行政の解釈基準、それに伴う規制は、【２０２８年３月３

１日】をもって改訂される事となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）最後に、演者様・広告代理店様側に対して、「仮定の話」として、追記しておく。 

現状の法運用において、風営法許可を取得している訳では無い広告宣伝事業・担当者は、当然「風営適正化法

には無関係」ではあるものの、仮にホールが「風営適正化法の広告宣伝違反」が確定し、仮にも「罰則～行政処分

が出される事態」になった場合・・・ 

【共同正犯】または【教唆】の容疑者として捜査対象となる事があります（事情聴取や家宅捜査を含む）ので、全く無

関係と言う事にはならない事をご承知おき頂きたいと思います。（※起訴になるかどうかは個別事案になりますが） 

 

 

 

 

 

 

＜このコラムは、無料コンテンツ に該当しております。情報共有可としますが、転載・改ざん等はお控えください＞ 

＜また、文章・資料等の所有権は、「有限会社トータル・ノウ・コネクションズ」に帰属いたします＞ 

****************************************** ****************************************** 
有限会社 トータル・ノウ・コネクションズ  
住所：長野県長野市大字小島３２５－３  TEL：026-256-9677   FAX：026-256-9688  
ホームページ   http://www.tkc-g.jp   メールアドレス info@tkc-g.jp  
************************************************************************************ 

＜私感として＞・・・ 

その時の行政側の解釈・判断が、『ホール側のガイドライン遵守は、信用に足るものかどうか？』は大きな影響を及

ぼす事は容易に想像される。 

ホールの広告宣伝の規制強化は、遊技機依存度も下がる事が想定される中、広告宣伝の運用は重要度ます事

になります。そのあたりも含めて、【２０２６年以降のガイドライン遵守の重要性】は増す事が想定され、それは「演

者・インフルエンサー、広告代理店」等の未来業務にも大きな影響を及ぼす可能性もある。 


